
事 業 概 要 

１．一 般 状 況 

令和２年度末における本県の国民健康保険（以下「国保」という。）の保険者は、本県、

２０市町、３国保組合の２４保険者である。 

また、世帯数及び被保険者数は、１０８，９８３世帯（市町１０３，７９３世帯、国保組合 

５，１９０世帯）、１７９，７２７人（市町１６９，６１４人、国保組合１０，１１３人）とな

っており、これを県全体に占める割合（国保加入率）でみると、世帯数は３２．１３％（対前年度

比０．２１ポイント減）、被保険者数２１．９６％（同比０．０７ポイント減）となっている。 

世帯数及び被保険者数の年度別推移は、次のとおりである。（表１） 

前年度と比較して、年度末現在の世帯数は、１３８世帯（０．１３ポイント増）増加、被保険

者数は１，７３１人（０．９５ポイント減）減少している。 

 

（出所）県人口：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（令和３年１月１日現在）」 



２．収 支 状 況 

令和２年度決算において、収入総額１０５，１１９百万円（対前年度比１．０３％減）、支出総

額１０１，８７４百万円（同比１．３４％減）、収支差引残３，２４５百万円となり、黒字となっ

ている。（表２） 

 収入の主な内訳は、保険税（料）２１，０１６百万円、都道府県支出金７０，７５１百万円、一

般会計繰入金７，９８６百万円であり、収入全体に対する割合（構成比）は、それぞれ１９．９９％、

６７．３１％、７．６０％となっている。 

また、支出の主な内訳は、一般被保険者分保険給付費６８，７２０百万円、国民健康保険事業費

納付金２６，６２１百万円、その他の支出２８３百万円であり、支出全体に対する割合（構成比）

は、それぞれ６７．４６％、２６．１３％、０．２８％となっている。 

なお、被保険者一人当たり決算額は、収入５８４,８８１円、支出５６６,８２４円、収支 

差引額１８，０５７円となっている。 

 

 



３．療養諸費の状況 

令和２年度の療養諸費費用額（一般＋退職分）は、８０，６２０百万円と対前年度比で 

２，１６８百万円（２．６２％）減少している。  

被保険者一人当たりの療養諸費（一般＋退職分）は、４４４，３８６円と対前年比で 

０．７６％減少している。（図２及び表４～５） 

 

 

 



 

  



４．保険給付の状況 

療養諸費のうち、保険者が実質的に負担する給付総額（保険者負担分＋高額療養費）の割合（給

付率）は、一般分８４．６７％、退職分６９．４０％、全体分８４．６６％となっている。 

また、被保険者が負担する額（一部負担金－高額療養費）の割合（実質一部負担割合）は、一般

分１３．２２％、退職分３０．６０％、全体分１３．２２％となっている。（表６。前頁） 

なお、各区分の療養諸費の内訳及び１人当たりの診療費の状況は、次のとおりである。（表７～

表８及び図３） 

 

   



   

 

    

※（退職者）１人当たり診療費については、省略しております。 



５．保険税（料）の状況 

令和２年度の保険税（料）現年分調定額（一般＋退職分）は、２０，９９３百万円（対前年度比

０．２３％減）、収納額は２０，２９７百万円（同比０．２３％増）となっており、収納率（一般

＋退職分）は９６．６８％と前年度を０．４５ポイント上回った。 

一世帯当たりの調定額は、１８５，４７６円（対前年度比１．０１％増）、一人当たり調定額は 

１１１，８７７円（同比２．１５％増）となっている。（表９） 

また、令和２年度の保険給付費に対する保険税（料）現年分調定額の割合は、２９．０３％（対

前年度比５．１７ポイント増）となっている。（図４） 

 

 

 

 

 

 



６．国保診療施設の状況 

 

令和２年度における県内の国保診療施設の数は、病院６、診療所２の計８か所で、病床数は

６３０床、職員数は９１０名となっている。 

国保診療施設の診療状況（費用額）は、７，２１４，２８２千円と前年度（８，１３８，２２９千円）

に比べて９２３，９４７千円（１１．３５％）の減収となっている。（表１０） 

  経営状況（収支差引）を見ると、病院については対前年度比で収入が７．８１％増収、支出は

１．２３％減少した結果、収支差引は、９５５，１４４千円の黒字となっており、診療所につい

ては対前年度比で収入が２５．０２％増収、支出は２４．２５％増加した結果、収支差引は、      

５，７８５千円の黒字となっている。医業費のみで見た場合、病院・診療所ともに、収支差引は

赤字の状況である。（表１１） 

 

 

 



 

 


